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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第62期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 26,705,543 25,274,928 35,042,854

経常利益又は経常損失（△） (千円) 139,840 △38,409 81,200

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(千円) 192,454 △155,629 152,308

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 150,111 △89,721 270,395

純資産額 (千円) 7,604,776 7,553,979 7,725,060

総資産額 (千円) 21,816,013 20,613,561 20,772,001

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 24.97 △20.19 19.76

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.0 35.8 36.3

　

回次
第62期
第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) 11.92 △9.81

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第62期第３四半期連結累計期間および第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第63期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。なお、非連結子会社でありました石光商貿(上海)有限公司は、第２四半期連

結会計期間から営業活動を開始し、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を下支えに緩やかな回

復傾向にあるなか、政権交代後の経済政策への期待感による円安基調と株価回復傾向が見られるものの、

中国の成長鈍化や欧州債務問題の影響を受けるなど、依然として先行き不透明な状況で推移いたしまし

た。

当社グループの主力マーケットである食品業界におきましても、消費者の節約志向やデフレの長期化

が続き、厳しい経営環境となりました。また、コーヒー業界におきましても、数年高値圏で推移していた

コーヒー生豆相場が下落傾向にあるものの先行き不透明な状況であります。

このような状況のなか、当社グループは、当社のめざすべき企業像である「THE GLOBAL FOOD

MERCHANDISER」として「食」を通じて人々とともに喜びを共有できる企業をめざし、売上高500億円達成

に向けた新成長戦略「GO GO PLAN」のもと、当連結会計年度は既存事業の見直しとして「集中管理の推

進」「業務効率改善」「営業効率向上」「カテゴリー収益率向上」、新規事業として「新商品開発」

「新規顧客開拓」「海外事業拡大」「新情報システムの構築」に取り組んでおります。

その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は25,274百万円（前年同期比5.4％減少）となり

ました。利益面につきましては、前年同期に比べ売上高が減少したものの、物流費等の経費削減効果もあ

り、営業利益は267百万円（前年同期比107.8％増加）となりました。また、持分法適用関連会社の業績悪

化のため持分法による投資損失254百万円を計上した結果、経常損失は38百万円(前年同期は139百万円の

経常利益)、四半期純損失は155百万円(前年同期は192百万円の四半期純利益)となりました。

各部門別の状況は次のとおりであります。なお、前連結会計年度において行った組織変更に伴い、前連

結会計年度末より品目別から部門別の区分に変更しております。また、前年同期比につきましては、前年

同四半期を変更後の区分に組み替えて表示しております。
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① コーヒー・飲料部門

　1) コーヒー生豆

前年のコーヒー相場高値圏での推移のなか、４月以降コーヒー相場も安定し、在庫単価が低下し

たことにより利益面は改善されてきましたが、消費量については依然として伸び悩む状況が続きま

した。

その結果、コーヒー生豆の販売数量は前年同期比0.8％増加いたしましたが、売上高は前年同期比

11.1％減少いたしました。

　2) コーヒー加工品

レギュラーコーヒーの売上高は、コーヒーバッグ、飲料メーカー向け原料販売は減少いたしまし

たが、業務用および家庭用での袋入製品の拡大が順調に進みました。

インスタントコーヒーの売上高は、家庭用製品の販売は減少いたしましたが、飲料メーカー向け

原料販売が増加いたしました。

その結果、コーヒー加工品の売上高は前年同期比3.7％増加いたしました。

　3) 茶類

茶類の売上高は、茶類製品が減少いたしましたが、飲料メーカー向け紅茶・緑茶バルク商品が増

加したことにより、前年同期比5.4％増加いたしました。

　

これらの理由により、コーヒー・飲料部門の売上高は7,726百万円(前年同期比5.2％減少)となりま

した。

　

② 食品部門

　1) 加工食品

フルーツや野菜の加工食品の売上高は、フルーツ缶詰の新製品を投入いたしましたが、外食産業

の消費低迷による厳しい状況を受けて、前年同期比8.2％減少いたしました。

イタリアからの輸入品の売上高は、パスタ関連で商品の入れ替えがあり減少いたしましたが、ブ

ラッドオレンジジュースおよびオリーブオイルの販売が好調のため、前年同期比3.7％増加いたし

ました。

メーカー商品の国内売上高は、常温食品が前年同期比7.9％、冷凍食品が14.4％それぞれ減少いた

しました。

　2) 水産および調理冷食

水産の売上高は、タコ・イカ等の国内メーカー向けの原料、外食産業への売上高が増加したこと

により、前年同期比5.5％増加いたしました。

調理冷食の売上高は、新規開拓により増加したものの、消費低迷の影響を受けた既存取引先の売

上高が減少したため、前年同期比1.5％減少いたしました。

　3) 農産および食品開発

農産の売上高は、国内の秋野菜が供給過剰による安値が影響したため、海外生産の生鮮野菜の売

上高が減少いたしましたが、塩蔵野菜および水煮野菜の売上高が増加したため、前年同期比0.9％増

加いたしました。

食品開発の売上高は、飲料メーカー向け原料販売の製品早期終売、量販店への特売の終了が影響

したことにより、前年同期比6.9％減少いたしました。

　

これらの理由により、食品部門の売上高は15,560百万円(前年同期比3.1％減少)となりました。

　

③ 海外事業部門
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海外事業部門の売上高は、尖閣諸島問題以降中国向けが低迷していることに加え、長引く円高と欧

米市場の景気低迷で輸出が伸び悩み、1,988百万円（前年同期比20.6％減少)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、資産合計は20,613百万円となり、前連結会

計年度末に比べ158百万円の減少となりました。これは主に売上債権の増加に対し、現金及び預金の減

少によるものであります。

負債合計は13,059百万円となり、前連結会計年度末に比べ12百万円の増加となりました。これは主に

借入金および社債の減少に対し、仕入債務およびその他の負債の増加によるものであります。

純資産合計は7,553百万円となり、前連結会計年度末に比べ171百万円の減少となりました。これは

主に繰越ヘッジ損益の増加58百万円に対し、当第３四半期連結累計期間の四半期純損失155百万円お

よび配当金の支払い77百万円によるものであります。

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた問題はありません。

　
(4) 研究開発活動

特記すべき研究開発活動はありません。

　
(5) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、連結子会社である関西アライドコーヒーロースターズ㈱への

設備の売却は、次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額
（千円）

売却年月日

提出会社
石光商事㈱
大阪工場
(大阪市西淀川区)

─ 製造設備 96,537平成24年７月１日

(注) １.  製造設備は、主にインスタントコーヒーの充填・包装設備であります。

２.　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,400,000

計 22,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,000,000 8,000,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数100株

計 8,000,000 8,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

― 8,000 ― 623,200 ― 357,000

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

石光商事株式会社(E02952)

四半期報告書

 6/18



　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　291,700

― ―

完全議決権株式(その他) 7,705,700 77,057 ―

単元未満株式 2,600 ― ―

発行済株式総数 8,000,000― ―

総株主の議決権 ― 77,057 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
石光商事㈱

神戸市灘区岩屋南町４－40 291,700 ― 291,700 3.65

計 ― 291,700 ― 291,700 3.65

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日

から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,931,068 2,349,168

受取手形及び売掛金 ※１, ※２
 6,919,929

※１, ※２
 7,572,535

商品及び製品 3,554,602 3,673,457

未着商品 530,364 488,821

仕掛品 16,579 2,253

原材料及び貯蔵品 59,352 89,076

その他 451,835 508,544

貸倒引当金 △56,094 △38,030

流動資産合計 14,407,637 14,645,826

固定資産

有形固定資産 2,965,126 2,864,942

無形固定資産 86,520 70,596

投資その他の資産

投資有価証券 2,904,263 2,660,961

その他 491,046 461,840

貸倒引当金 △93,188 △97,846

投資その他の資産合計 3,302,122 3,024,955

固定資産合計 6,353,769 5,960,494

繰延資産 10,594 7,239

資産合計 20,772,001 20,613,561
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 3,409,803

※２
 3,903,103

短期借入金 1,967,200 1,092,000

1年内償還予定の社債 180,000 180,000

1年内返済予定の長期借入金 ※３
 1,363,400

※３
 1,521,500

未払法人税等 8,560 54,656

賞与引当金 81,794 68,522

その他 1,180,605 1,413,133

流動負債合計 8,191,363 8,232,915

固定負債

社債 550,000 390,000

長期借入金 ※３
 3,426,000

※３
 3,584,300

退職給付引当金 110,342 89,874

その他 769,235 762,491

固定負債合計 4,855,578 4,826,666

負債合計 13,046,941 13,059,581

純資産の部

株主資本

資本金 623,200 623,200

資本剰余金 357,000 357,000

利益剰余金 6,524,431 6,291,718

自己株式 △107,398 △107,415

株主資本合計 7,397,233 7,164,503

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,892 18,193

繰延ヘッジ損益 135,222 193,284

為替換算調整勘定 － △355

その他の包括利益累計額合計 144,114 211,122

少数株主持分 183,711 178,354

純資産合計 7,725,060 7,553,979

負債純資産合計 20,772,001 20,613,561
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 26,705,543 25,274,928

売上原価 23,489,868 22,143,476

売上総利益 3,215,675 3,131,452

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 △114,003 △16,692

報酬及び給料手当 901,284 829,988

賞与引当金繰入額 59,548 60,648

その他 2,240,105 1,989,961

販売費及び一般管理費合計 3,086,934 2,863,906

営業利益 128,740 267,545

営業外収益

受取利息 3,617 3,970

受取配当金 2,962 2,708

持分法による投資利益 62,141 －

受取賃貸料 16,050 17,850

その他 29,736 28,452

営業外収益合計 114,507 52,981

営業外費用

支払利息 91,333 89,079

持分法による投資損失 － 254,719

その他 12,073 15,138

営業外費用合計 103,407 358,936

経常利益又は経常損失（△） 139,840 △38,409

特別利益

固定資産売却益 13,250 －

関係会社株式売却益 12,863 －

事業譲渡益 9,865 －

特別利益合計 35,979 －

特別損失

固定資産除却損 2,217 1,395

投資有価証券売却損 1,977 －

会員権評価損 400 －

貸倒引当金繰入額 － 3,350

債権譲渡損 16,580 －

その他 426 －

特別損失合計 21,601 4,745

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

154,218 △43,155

法人税、住民税及び事業税 5,269 53,760

法人税等調整額 △36,159 59,813

法人税等合計 △30,890 113,574

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

185,108 △156,729

少数株主損失（△） △7,345 △1,099

四半期純利益又は四半期純損失（△） 192,454 △155,629
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

185,108 △156,729

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,644 1,567

繰延ヘッジ損益 △29,377 58,061

為替換算調整勘定 － △355

持分法適用会社に対する持分相当額 △3,975 7,733

その他の包括利益合計 △34,997 67,007

四半期包括利益 150,111 △89,721

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 157,438 △88,622

少数株主に係る四半期包括利益 △7,327 △1,099
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

第１四半期連結会計期間まで非連結子会社でありました石光商貿(上海)有限公司は、第２四半期連結会

計期間から営業活動を開始し、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

　

【会計方針の変更等】

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  手形割引高

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形割引高 301,668千円 ―

輸出手形割引高 50,623千円 23,664千円

　

※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形 250,439千円 156,602千円

支払手形 8,729千円 9,620千円
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※３　財務制限条項

前連結会計年度(平成24年３月31日)

当社の借入金のうち、㈱三井住友銀行をエージェントとするシンジケートローン契約による長

期借入金880,000千円（うち、１年内返済予定の長期借入金280,000千円）には、財務制限条項が付

されており、下記の財務制限条項のいずれかに抵触した場合には、当該借入金の借入先に対し該当

する借入金額を一括返済する義務を負うこととなっております。

(1) 各年度の末日及び第２四半期会計期間の末日において、借入人の報告書等に記載される単体の

貸借対照表における純資産の部の合計金額（「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金

額を控除した金額とする。）を平成19年３月決算期の末日における純資産の部の合計金額

（「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額とする。）の75％以上に

維持すること。

(2) 各年度の末日及び第２四半期連結会計期間の末日において、借入人の報告書等に記載される連

結貸借対照表における純資産の部の合計金額（「新株予約権」、「繰延ヘッジ損益」、及び「少

数株主持分」の合計金額を控除した金額とする。）を平成19年３月決算期の末日における純資

産の部の合計金額（「新株予約権」、「繰延ヘッジ損益」、及び「少数株主持分」の合計金額を

控除した金額とする。）の75％以上に維持すること。

(3) 平成21年３月期以降の各年度の末日において、借入人の報告書等に記載される単体の損益計算

書における経常損益を２期連続で損失としないこと。

(4) 平成21年３月期以降の各年度の末日において、借入人の報告書等に記載される連結損益計算書

における経常損益を２期連続で損失としないこと。

　

当第３四半期連結会計期間(平成24年12月31日)

当社の借入金のうち、㈱三井住友銀行をエージェントとするシンジケートローン契約による長

期借入金670,000千円（うち、１年内返済予定の長期借入金280,000千円）には、財務制限条項が付

されており、下記の財務制限条項のいずれかに抵触した場合には、当該借入金の借入先に対し該当

する借入金額を一括返済する義務を負うこととなっております。

(1) 各年度の末日及び第２四半期会計期間の末日において、借入人の報告書等に記載される単体の

貸借対照表における純資産の部の合計金額（「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金

額を控除した金額とする。）を平成19年３月決算期の末日における純資産の部の合計金額

（「新株予約権」及び「繰延ヘッジ損益」の合計金額を控除した金額とする。）の75％以上に

維持すること。

(2) 各年度の末日及び第２四半期連結会計期間の末日において、借入人の報告書等に記載される連

結貸借対照表における純資産の部の合計金額（「新株予約権」、「繰延ヘッジ損益」、及び「少

数株主持分」の合計金額を控除した金額とする。）を平成19年３月決算期の末日における純資

産の部の合計金額（「新株予約権」、「繰延ヘッジ損益」、及び「少数株主持分」の合計金額を

控除した金額とする。）の75％以上に維持すること。

(3) 平成21年３月期以降の各年度の末日において、借入人の報告書等に記載される単体の損益計算

書における経常損益を２期連続で損失としないこと。

(4) 平成21年３月期以降の各年度の末日において、借入人の報告書等に記載される連結損益計算書

における経常損益を２期連続で損失としないこと。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

　　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 189,318千円 188,140千円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日
取締役会

普通株式 77,083 10.00平成23年３月31日 平成23年６月15日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月25日
取締役会

普通株式 77,083 10.00平成24年３月31日 平成24年６月14日 利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累

計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年12月31日）

当社グループは、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

24円97銭 △20円19銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) 192,454 △155,629

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）(千円)

192,454 △155,629

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,708 7,708

(注)　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
　

平成25年２月８日

石　光　商　事　株　式　会　社

取　　締　　役　　会　　　御　　中

　
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　片　　岡　　　茂　　彦　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士　　岡　　本　　健　一　郎　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石光
商事株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平
成24年10月１日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、石光商事株式会社及び連結子会社の平成24年
12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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